
学生の確保の見通し等を記載した書類（目次） 

（１） 学生の確保の見通しおよび申請者としての取組状況 ........................................... 2 

①学生の確保の見通し......................................................................................................... 2 

ア． 定員充足の見込み .............................................................................................. 2 
イ． 定員充足の根拠となる客観的データの概要 ...................................................... 3 
ウ． 学生納付金の設定の考え方 ............................................................................... 5 

②学生確保に向けた具体的な取組状況 ............................................................................... 6 

ア． 本学国際看護学部在学生に対する取組 ............................................................. 6 
イ． 現職の看護職者に対する取組 ............................................................................ 6 
ウ． 定員超過率が 0.7倍未満の学科について .......................................................... 7 

（２） 人材需要の動向等社会の要請 ............................................................................... 9 

①人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） .......................................... 9 

②①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 10 

ア． 大手前大学大学院国際看護学研究科を設置する社会的必要性 ....................... 10 
イ． 大手前大学大学院国際看護学研究科を設置する地域的必要性 ....................... 10 
ウ． 研究と臨床の橋渡しができる看護職養成の必要性 ......................................... 11 
エ． 大学院教育における保健師・助産師養成の必要性 ......................................... 11 
オ． 本研究科修了生の採用意向についてのアンケート調査結果 .......................... 12 

学生確保（本文）　-1-



学生の確保の見通し等を記載した書類 

 

（１） 学生の確保の見通しおよび申請者としての取組状況 

①学生の確保の見通し 

ア．定員充足の見込み 
大手前大学は令和５（2023）年４月、本学大学院に国際看護学研究科看護学専攻修士課程

(以下、本研究科)を大阪大手前キャンパスに設置し、その入学定員を 12 名とする。 
本研究科では、国内外のグローバル社会において、多様な人々がもつ複雑多岐にわたる健

康課題を俯瞰的に捉え、課題解決の方法を探求する研究力、基本的人権意識と高潔な倫理観、
使命感と高い志をもって包摂社会を希求し、多職種と協働しながら、専門性の高い看護実践
が展開できる能力を涵養する。そして、研究、教育、実践の場において看護の探求を継続し、
研究成果に裏打ちされた看護実践を主体的に展開することで看護学の深奥を究め、広く国
際社会や地域社会に貢献することを教育理念とする。 
本研究科には三つの分野を設ける。一つ目の『看護実践科学分野』では、「基盤看護学領

域」、「生涯発達看護学領域」、「国際地域看護学領域」の３領域を設け、多様な背景を有する
人々のライフサイクルに沿った健康課題に加えて、発育・発達上にみられる健康課題に関す
る知識を深め、課題解決を図るための方策を議論し、臨床現場における看護実践の質向上に
向けた探求心を培う。二つ目の、『公衆衛生看護実践科学分野』では、様々な人々が暮らす
グローバル社会の枠組みを客観的に捉え、そこに暮らす個人や家族、集団や組織、そして地
域社会の健康支援に向けて取り組むための公衆衛生看護学を学修する。また、社会システム
の変革に取り組む視座も培うためにデータがもつ意味や分析の重要性、分析結果の提示方
法等、プレゼンテーション能力についても、講義中のディスカッションを通じて学修する。
三つ目の『助産実践科学分野』は、当該分野の知識や俯瞰的視座を基盤として、国内外の母
子を取り巻く深刻な健康課題と健康格差の課題解決に向かうために必要な研究者、教育者、
実践家としての知識、技術、態度を学修する。また、ジェンダー不均衡や LGBTQ 等を含
む多様な対象者へのケアに必要な性の多様性についても洞察を深め、社会障壁がもたらす
健康に与える影響についても学修し、生涯にわたって母子保健の向上とジェンダーの平等
に向けて取り組む姿勢を涵養する。 
日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等 入学志願動向」によると、私立

大学大学院「看護学研究科」の修士課程及び博士前期課程は令和３（2021）年度現在、69 大
学が設置している（「保健医療学研究科」などに看護学専攻を置く大学は含まない）。入学定
員の合計は 695 名で１大学あたりの入学定員平均は 10.1 名である。なお、令和３（2021）
年度の志願者 595 名に対し、入学者 455 名、入学定員充足率は 65.47％となっている。平成
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30（2018）年度は設置数 57 大学に対し入学定員 606 名、入学者が 466 名で入学定員充足
率は76.90%であったので、全国的には設置数の増加に伴い定員割れの状況にあると言える。
【別添資料１】一方、近畿二府四県においては、令和３（2021）年度時点で看護学研究科を
含む修士課程に看護学専攻及び看護学コースを置くのは 23 大学である。入学定員 188 名・
収容定員 373 名に対し在籍者数は 345 名で収容定員充足率は 92.5%となっている。このう
ち過半数の 12 大学が定員充足していることから、近畿二府四県の看護系大学院は全国水準
でみると定員充足状況が良好であることが分かる。なお、１大学あたりの入学定員平均は
8.2名であるが、本学同様に保健師養成を修士課程で行う武庫川女子大学大学院看護学研究
科は入学定員が 15 名である。【別添資料２】本学本研究科では３分野を設け、『看護実践科
学分野』では基盤専門看護学領域、生涯発達看護学領域、国際地域看護学領域の 3 領域、
『公衆衛生看護実践科学分野』では保健師養成、『助産実践科学分野』では助産師養成を行
う。看護実践科学分野の入学者は４名を想定しており、他大学と比較しても大きい規模とは
言えない。本学はこれに加えて入学定員各４名の保健師・助産師養成課程を置くことから、
入学定員は計 12名が適当であると判断した。本研究科は大阪市の中心部に位置する大阪大
手前キャンパスに設置する。現在、近畿二府四県に設置される看護系大学院は都市圏ではな
く郊外キャンパスに立地するものがほとんどであり、本研究科は大阪市中心部に設置され
る。同じ大阪大手前キャンパスの国際看護学部卒業生はもちろん、本研究科は長期履修制度
を設けることで大阪市内や京阪神間の保健・医療機関、福祉施設に勤務する多くの現職看護
職者に対しても開かれた高度専門職業人育成の場となる。【別添資料３】 

 
イ．定員充足の根拠となる客観的データの概要 
以上のような近畿二府四県における看護系大学院の状況、本研究科の入学定員ならびに

通学至便な立地を踏まえると、本研究科における学生確保、定員充足は十分可能と思われる
が、その見通しについて客観的に検証するため、学生確保の見通し調査（入学意向について
のアンケート調査）を第三者機関に委託し実施した。 

 
表：本研究科に係る学生確保の見通し調査（入学意向についてのアンケート調査）実施概要 

調査内容 

大手前大学が令和５（2023）年度に設置予定の大学院国際看護学研究科

における学生確保の見通しを検証するために、入学意向についてのアン

ケート調査を実施した。アンケート項目は全 11 問で、問 1～10 は選択

肢式、問 11 は記述式とした。 

調査実施時期 令和３（2021）年 12 月～令和４（2022）年 1 月 

調査対象 

以下（全 618 箇所）に在職する看護職者 

 病院（大阪府内の 80 床以上）379 箇所 

 訪問看護ステーション（本研究科が設置予定の大阪市中央区ならび

に周辺区）139 箇所 
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 介護老人保健施設（大阪市中央区ならびに周辺区）20 箇所 

 特別養護老人ホーム（大阪市中央区ならびに周辺区）31 箇所 

 地方自治体（大阪府庁および大阪府内の全市役所・町村役場、滋賀

県・京都府・兵庫県・奈良県・和歌山県の各府または県庁、京都市

役所、神戸市役所）49 箇所 

以下に在籍する看護学部学生 

 大手前大学国際看護学部３年生（令和５（2023）年 3 月卒業予定） 

 同          ２年生（令和６（2024）年 3 月卒業予定） 

 同          １年生（令和７（2025）年 3 月卒業予定） 

回答人数 

162 件（現職看護職者＋大手前大学国際看護学部３年生） 

  74 件（大手前大学国際看護学部２年生） 

  85 件（大手前大学国際看護学部１年生）        

計 321 件 

 
以上のように、入学意向についてのアンケート調査は本研究科の学生確保が期待できる

大阪市を中心とした医療機関・福祉施設、大阪府内の全自治体および近畿圏内の主要自治体、
加えて大手前大学国際看護学部３年生・２年生・１年生を対象とした。結果として、本学が
開設を予定している令和 5（2023）年度以降の各年次の募集対象者である本研究科開設時
（令和 5（2023）年度）については現職看護職者と国際看護学部 3 年生の合計 162 名、開
設 2年目（令和６（2024）年度）については国際看護学部 2 年生 74名、開設 3年目（令和
７（2025）年度）については国際看護学部 1 年生 85名から回答を得ることができた。 
回答者には本研究科の特色・学費・アクセスなどを具体的に示した上で、受験意欲・入学

意欲・希望する分野について回答を求めた。 
開設時に受験対象者となる 162 名（現職看護職者＋国際看護学部 3年生）のうち 43 名が

本研究科を「受験したい」と回答した。その上で、合格した場合は「入学したい」としたの
は入学定員を上回る 21 名いた。それ以外に「状況によって入学を検討したい」も 22 名い
た。希望する分野については、『看護実践科学分野』21名、『公衆衛生看護実践科学分野（保
健師国家試験受験資格取得）』13 名、『助産実践科学分野（助産師国家試験受験資格取得）』
10名であった（複数回答）。 
開設２年目に受験対象者となる 74 名（国際看護学部 2 年生）のうち 23 名が本研究科を

「受験したい」と回答した。その上で、合格した場合は「入学したい」としたのは入学定員
と同じ 12 名いた。それ以外に「状況によって入学を検討したい」も 11 名いた。希望する
分野については、『看護実践科学分野』８名、『公衆衛生看護実践科学分野（保健師国家試験
受験資格取得）』11 名、『助産実践科学分野（助産師国家試験受験資格取得）』14 名であった
（複数回答）。 
開設 3 年目に受験対象者となる 85 名（国際看護学部 1 年生）のうち 49 名が本研究科を
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「受験したい」と回答した。その上で、合格した場合は「入学したい」としたのは入学定員
を上回る 19 名いた。それ以外に「状況によって入学を検討したい」も 29 名いた。希望す
る分野については、『看護実践科学分野』15 名、『公衆衛生看護実践科学分野（保健師国家
試験受験資格取得）』23 名、『助産実践科学分野（助産師国家試験受験資格取得）』23 名であ
った（複数回答）。【別添資料４】 
以上の結果を踏まえると、本研究科に対しては開設時の令和 5（2023）年度に加え、開設

2 年目の令和 6（2024）年度・開設 3年目の令和 7（2025）年度についても継続的に志願者
確保の見通しがあることが明らかとなった。学部生については卒業時の進路変更はありえ
ること、また本研究科は臨床経験を経た看護職者に対しても門戸を開いていることから、本
研究科の通学至便な立地を活かし、大阪市内をはじめとする保健・医療機関、福祉施設への
広報活動（後述）を積極的に行っていく予定である。 
 
ウ．学生納付金の設定の考え方 
 近畿二府四県の看護系大学院における令和 3（2021）年度時点（一部令和 4（2022）年度
予定を含む）の学納金平均は 23大学平均で 896,826 円である（入学金、授業料、その他学
費を含む。以下同様）。一方、保健師養成を行う看護系大学院は 2 大学あり 700,000 円～
1,196,000 円、助産師養成を行う看護系大学院も 2 大学あり 1,340,000 円～1,400,000 円で
ある。【別添資料５】本学では本研究科の教育研究目的を実現しうる体制を置くことを前提
に、学生の過大な負担とならないこと、他大学との競争力といった観点も十分に考慮した上
で、初年度納入金を以下のとおり設定した。 
 看護実践科学分野：合計 950,000円（入学金 200,000 円・授業料 700,000 円・施設設備

費 50,000 円） 
 公衆衛生看護実践科学分野：合計 1,100,000円（入学金 200,000 円・授業料 700,000円・

施設設備費 50,000 円・実習費 150,000 円） 
 助産実践科学分野：合計 1,250,000 円（入学金 200,000円・授業料 700,000円・施設設

備費 50,000円・実習費 300,000円） 
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②学生確保に向けた具体的な取組状況 

ア．本学国際看護学部在学生に対する取組 
本研究科の開設年度以降に受け入れる国際看護学部１期生に対しては、３年生の時点か

ら学部内のガイダンス等において、研究科の設置構想について説明するとともに、３年次
の後期科目である「看護研究Ⅰ」や、４年次の通年科目である「看護研究Ⅱ」において、
担当教員から研究科の特徴や教育内容について周知を行う予定である。「看護研究Ⅰ」で
は、研究方法の基本的知識を学ぶとともに、看護実践を探究することの重要性や、看護研
究の意義・目的についての教育に取り組んでおり、「看護研究Ⅱ」では、よりよい看護を
探求する姿勢と問題解決能力を向上させ、将来の研究活動の基盤を作ることを目的に研究
の手法とプロセスについての基礎的知識の修得に取り組んでいる。これらの授業を通し
て、大学院進学が学士課程卒業後のキャリアの選択肢の一つとなるような意識付けを行っ
ていく予定である。 
また、大学ホームページに設けられている大学および入試案内ページや、本学広報誌に

おいても周知を図る。広報誌は、学内の食堂や学生ラウンジ、事務室など、学生が広く利
用する共用施設でも配布している大学広報誌であるだけでなく、在学生保護者への送付も
行なわれており、在学生・在学生保護者に対して幅広い広報が可能である。 
以上のように、国際看護学部教職員からの周知、ホームページや印刷物などを介した周

知、そのいずれにおいても、本研究科の設置の趣旨や特色などの丁寧な説明を徹底し、大
学院進学に対する在学生の理解を得ていく。 

 
イ．現職の看護職者に対する取組 
令和３（2021）年12月から令和４（2022）年１月にかけて実施したニーズ調査におい

て、計618箇所の保健・医療機関、福祉施設の看護職者と人事担当者に、本研究科の概
要、教育内容の特色等を示した概念図を配布した。本研究科の認可以降は募集概要を発行
し、近隣の保健・医療機関、福祉施設には定期的に配付を予定している。また、令和４
（2022）年には、病院、福祉施設、訪問看護ステーション等で国際看護学部の臨地実習が
実施予定であるため、臨地実習の機会を利用して、実習担当の教職員から現職の看護職者
に対して本研究科の周知に努める。本研究科は14条特例による長期履修制度を利用して、
現職の看護職者も仕事を続けながら学べるように配慮している。臨地実習施設とは様々な
取組において信頼関係を構築しており、今後もそうした関係を深化させることにより、本
研究科の設置構想に関する案内や就学の推奨など、学生募集活動における協力が期待でき
る。 
なお、学外に向けた広報媒体については、本学ホームページ上での広報、大学案内等の

パンフレットやリーフレットへの掲載に加え、本研究科独自にポスター等を作成し、通学
圏域に所在している医療機関、看護学部を有する大学等に送付し、広く周知を図っていく
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予定としている。 
 
ウ．定員超過率が 0.7倍未満の学科について 
大手前大学の既設学部ならびに併設する大手前短期大学の通学課程においては、定員超

過率が 0.7 倍未満の学部および学科は令和３（2021）年度時点で存在しない。しかしなが
ら、通信教育課程（現代社会学部現代社会学科）の定員超過率は 0.7 倍未満となっている。
本通信教育課程の学生確保に向けた直近 4 か年の具体的取組状況については、以下のとお
りである。 
 
平成 30（2018）年度 
 これまではオンラインでの学習を通じた「学びやすさ」のアピールに広告広報の重点を

おいていたが、平成 30（2018）年度より「学びやすさ」に加え、「仕事」や「職」につ
ながるスキルや知識の修得を周知できるカリキュラム体系を整え、アピールしていく
こととした。 

 法務省入国管理局より示された「日本語教育機関の告示基準」に対応した「日本語教員
養成課程」のカリキュラムを構築し、提供することとした。 

 若年者の獲得を目指し、「憲法」、「行政法」等、公務員試験の筆記試験科目となるもの
を全て開講し、科目群で学ばせ、正課外で筆記試験以外のフォローを実施する「公務員
試験対策プログラム」を新設した。 

 クリエイターや映像デザイナーの仕事に就くための必須スキルとなる 6 科目が学ぶ
ことのできる「デジタルクリエイティブプログラム」を新設した。 

 以上の取組の結果、在籍学生数は平成 30（2018）年 5 月 1 日時点で前年度 1,450名
から 1,697 名へ増加（対前年比 117.0%）し、定員充足率は前年度 0.48 から 0.56 へ
と改善した。【別添資料６】 

 
平成 31（2019）年度 
 「日本語教員養成課程」及び「心理学」の入学者は順調に増加しており、安定的に人気

となっている。また、海外在住の日本人からの問い合わせや出願は増加傾向にあり、海
外マーケットの広がりが見えている。 

 国内向けの募集活動においては、今期の目標としていた専門学校と通信制高校との連
携強化に取組、専門学校 3 校と通信制高校 1 校との「協定校」の提携を行うことがで
き学生確保について寄与できるものと期待できる。 

 以上の取組の結果、在籍学生数は平成 31（2019）年 5 月 1 日時点で前年度 1,697名
から 1,916 名へ増加（対前年比 112.9%）し、定員充足率は前年度 0.56 から 0.63 へ
と改善した。【別添資料６】 
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令和 2（2020）年度 
 令和４（2022）年度に開設する、看護職を対象とした「看護学プログラム」を構想した。

この教育プログラムでは、学習成果レポート作成指導や学生相互の交流促進を目的と
したコミュニティを策定して、研究力の向上の支援を行う予定である。この構想は、大
学院進学を希望する社会人の確保の一助として発展させていく。 

 令和 3（2021）年度入学生よりネット出願を開始し、社会人やコロナ禍において、ま
た、若年層が志願し易い手続きへ対応を図っていくこと、更に、高校生や大学生に影響
のあるスタディサプリ等のネット媒体告知や高校訪問強化など若年層との接点強化を
図り、より安定した学生確保を進めている。 

 以上の取組の結果、在籍学生数は令和 2（2020）年 5 月 1 日時点で前年度 1,916 名か
ら 2,078名へ増加（対前年比 117.2%）し、定員充足率は前年度 0.63 から 0.69 へと
改善した。【別添資料６】 

 
令和 3（2021）年度 
 「看護学プログラム」の教育プログラムを制度設計し、一部の科目を開講した。並行し

てプロモーション活動や看護協会や看護専門学校等へ営業活動を行い、志願者確保を
進めている。 

 コロナ禍におけるオンライン学習定着の好影響やオンライン入学説明会・オンライン
個別相談会など非対面による募集活動強化、高校生や大学生に影響のあるスタディサ
プリ等のネット媒体告知強化やWebサイトに若年者対象ページを新設、また、関西圏
の通信制高校訪問や全国の通信制高校への大学案内送付（主力校への電話や訪問等に
よるアプローチ）など若年層との接点強化を図り、今まで接点のなかった地域を含め、
全国各地からの出願が増加、特に若年者層の出願が激増した。 

 「（2018 年度開始した）デジタルクリエイティブプログラムや公務員試験対策プログラ
ム、（若年者限定）基礎ゼミナール、アカデミック・ライティング」等々若年者層への
訴求、日本語教員養成課程や認定心理士などの資格取得やキャリアアップ志向の出願
検討者への訴求、更にオンライン学習のみで卒業出来るカリキュラムなど本学Webサ
イトや他のWebサイト（スタディサプリなど）、（資格取得読本や看護協会ニュース等）
紙媒体を通した訴求を再度、強化した。 

 以上の取組の結果、在籍学生数は令和 3（2021）年 5 月 1 日時点で前年度 2,078 名か
ら 2,272名へ増加（対前年比 109.3%）し、定員充足率は前年度 0.69 から 0.75 へと
改善した。【別添資料６】 
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（２） 人材需要の動向等社会の要請 

①人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

本研究科では教育理念を達成するために、「共通科目」と「専門科目」にある『看護実践
科学』、『公衆衛生看護実践科学』、『助産実践科学』の 3 つの分野の科目群を配置し、講義、
演習、実習を通して、グローバル社会に内在している超高齢・少子化問題や、都市部の単身
高齢者や貧困問題、および定住外国人に付随する様々な健康課題を洞察、顕在化する研究力
を養う。また、これまでに本学との関係性を構築してきた、多様な人々が暮らす地域にある
日本国内の施設や、ASEAN 諸国を中心とした学術交流協定校や医療施設などでの演習や研
究を通じて、グローバルな視野、人権意識、高潔な倫理観を涵養する。さらに、様々な研究
に基づいた国際的な看護学の専門知識や技術を修得し、自分自身が臨床現場で知識や技術
が活用できると同時に、同僚を指導することができる能力を身につけ、多様化する社会で活
躍できるグローバル人材としての看護職者の資質と能力を修得させることを目的とする。 
具体的には、本研究科では、以下の 3つの基準に達している者に修士（看護学）の学位を

授与する（ディプロマポリシー）。 
① グローバル社会における看護実践の基盤となる保健・医療・看護や健康支援の多様性を

理解し、看護や医療に関する幅広い知識と倫理観を持って対象の価値観を尊重する国際
性を修得している。 

② 看護実践の場に内在する多様な健康課題を科学的分析力や論理的思考力によって探求
し、グローバルな視点によって様々な健康課題の改善に取り組むための基礎的研究力を
修得している。 

③ グローバル社会に内在する健康課題の解決に向けて、専門分野の知識・技術の理解と研
究を通して、専門性と独創性のある看護実践力を修得している。 
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②①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

ア．大手前大学大学院国際看護学研究科を設置する社会的必要性 
中央教育審議会答申「新時代の大学院教育」（平成 17（2005）年）では、今後の大学院教

育の基本的な考え方として、大学院教育の実質化と国際的な通用性、信頼性の向上を通じ、
世界規模での競争力の強化を図ることを重要な視点として、教育研究機能の強化を推進し
ていくことを答申している。そして、教育の在り方としては、学部段階における教養教育と、
これに十分裏打ちされた専門的素養の上に立ち、専門性の一層の向上を図るための、深い知
的学識を涵養する教育を行うことを基本としている。これを受けて、「大学における看護系
人材養成の在り方に関する検討会」(平成 23（2011）年)では、「大学院教育の基本的考え方
を前提に、看護系大学院における人材養成においては、看護学の学術研究を通じて社会に貢
献できる研究者や教育者の養成、そして学士課程では養成困難な特定領域の高度専門職業
人や、保健、医療、福祉等に携わる専門職の協働においてマネジメント能力を発揮できる人
材の養成を目指す。」とした。このように大学院教育を受けた看護人材の重要性は増してい
る。 
 また医療の現場においては、グローバル人材としての看護職者の必要性が高まっている。
令和 2（2020）年度「医療機関における外国人患者の受入に係る実態調査」結果によると、
回答病院 4,097 病院（全国の病院の約 5 割）の 53.6%、都道府県が選出する外国人患者を受
け入れる拠点的な医療機関 479 病院では 85.2%の病院で外国人患者の受入れがあった。ま
た、受入れ患者数が最も多い病院では 3,805 人の外国人患者の受入れがあった。【別添資料
７】法務省によると在留外国人数は増加の一途をたどっており、平成 24（2012）年は約 203
万人であったのに対し、令和 3（2021）年は約 282 万人であり、過去 10 年間で 80 万人増
である。ここには観光等が目的の待機滞在者は含まれないため、我が国に定住している外国
人のみの人数である。【別添資料８】本研究科ではグローバル社会における多様な人々の健
康課題に対する研究や実践を行うグローバル人材の育成を使命とし、大手前大学が提供す
る国際看護学に基づく知識や技術はすべての看護職の実践や研究の基盤となると考えてい
る。 
 
イ．大手前大学大学院国際看護学研究科を設置する地域的必要性 
令和 3（2021）年度時点で我が国には 2,823,565 人の在留外国人がおり、このうち近畿二

府四県には 478,925人が居住しており、全体の 2割近くを占める。特に大阪市には 142,854
人の外国人が居住し、日本全体の約 5%を占める。【別添資料９】在留外国人総数上位 100
市町村をみても、近畿の 18自治体がランクインしている。【別添資料 10】 
このように、大手前大学のある地域はグローバル社会の先進地であり、この地域の健康課

題を解決する看護人材の養成が可能であると同時に、社会的急務でもある 
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ウ．研究と臨床の橋渡しができる看護職養成の必要性 
大手前大学では、国際看護学部でグローバル社会に対応できる看護師の養成を行うと同

時に、国際看護研究所（Institute of Global Nursing, IGN）を設けている。ここでは世界中
の看護実践の systematic review の作成を行っており、看護学領域をはじめとしたさまざま
な医療にかかわる科学的知見を臨床現場に提供している。本研究科の修了生は研究と臨床
の橋渡しができる能力を修得するため、今後の医療・看護の発展に貢献すると考える。 
 国際保健支援活動では、科学的エビデンスを現地スタッフと共有することが重要であり、
現地スタッフの様々な研修や技術指導が行われている。しかし現状では、系統立てた指導法
は行われておらず、On the Job Training (OJT)の形式で日本の知識や経験が伝えられてい
る。効果的な国際保健支援を行うためには、支援を受ける側の多様性に配慮した研修方法な
どの確立が重要であり、本研究科では、多様な国際保健活動の場面で経験を持つ教員が学生
とともに、これからの国際保健支援活動における情報や知識の橋渡しの方法を確立する。 
 
エ．大学院教育における保健師・助産師養成の必要性 
 大阪府や兵庫県は、多様な人々が暮らすグローバル社会であり、住民は多様な健康課題を
有し、保健医療サービスに対する多様なニーズを持っている。特にニューカマーである定住
外国人は地域住民とのコミュニティ形成が不十分であることは、解決すべき重要な課題で
ある。このような多様な健康課題やニーズを理解し解決するためには国際看護学研究の視
点が重要であり、背景にある文化的要因を理解する能力と経験が必要である。 
保健師を目指す『公衆衛生看護実践科学分野』の学生は、大阪府下の行政機関などでの実

習を通じて、多様な住民への公衆衛生看護を学び、自らの研究を行う。卒業後には大阪府や
兵庫県などの保健行政に貢献できると考えられ、行政機関等からの期待も高い。さらに、グ
ローバル化が進む日本社会だけではなく、将来は海外での国際保健支援活動で活躍できる
保健師になることが期待される。 
また、グローバル化が進む日本では、家族形態の変容、地域コミュニティの希薄化による

母子の孤立、妊娠・出産に対する価値観の変化などの要因が母子やその家族の健康に影響を
与えている。これらの健康課題には基本的な周産期の助産ケアだけでは対応しきれず、危機
管理対応能力や多職種連携で協働できる助産実践能力が求められている。これまでの助産
師教育では地域に暮らす日本人母子への助産実践が主な教育内容であったが、今後は多様
な文化、宗教、価値観をもつ定住外国人や訪日外国人への対応を教育する必要がある。さら
に、多職種と連携しながら、多様な健康課題に対応できる助産師養成は重要である。助産師
を目指す『助産実践科学分野』の学生は、国内外のグローバル社会で活躍する助産師には必
須である多様な背景を有する女性への周産期ケアと多様な性への健康支援を行うことがで
きる能力を修得する。これらの人材はさらに臨床で経験を積むことによって、将来、国際母
子保健支援に貢献することが期待される。 
 なお、人口 10 万人に対する就業保健師・助産師の人数を見ても、近畿二府四県において

学生確保（本文）　-11-



は全国平均を下回っている地域が見られる。保健師は全国平均 44.1 人に対し大阪府は 27.7
人、兵庫県は 34.8 人と大きく下回っており、奈良県も全国水準以下の 41.9 人である。助産
師も全国平均 30.1 人に対し、兵庫県は 27.3 人、和歌山県は 25.5 人である。【別添資料 11】 
 加えて、公益社団法人日本看護協会は令和２（2020）年３月 27 日に、文部科学省高等教
育局に保健師・助産師教育の大学院教育への移行に関する要望書を提出している。背景とし
て保健師助産師看護師法改正により保健師・助産師の修業年限が「6 ヵ月以上」から「1 年
以上」に改正されたこと、また令和 4 年度からの新カリキュラムで看護師教育は 97 単位か
ら 102 単位、保健師・助産師教育はともに 28 単位から 31 単位に増加することが挙げられ
る。日本看護協会では各資格の専門性を修得するためには、4 年間の看護師基礎教育を土台
として、保健師・助産師の教育を積み上げることが必要であるとしている。【別添資料 12】
近畿地方には保健師・助産師の両方を大学院で養成している私立大学がなく、保健師・助産
師教育の充実化の観点からもその設置が必要である。 
 
オ．本研究科修了生の採用意向についてのアンケート調査結果 
以上のような社会的及び地域的な本研究科設置の必要性を踏まえると、その養成する人

材需要の重要性は明らかであるが、その見通しについて客観的かつ具体的に検証するため、
人材需要の見通し調査（採用意向についてのアンケート調査）を第三者機関に委託し実施し
た。 
 
表：本研究科に係る人材需要の見通し調査（採用意向についてのアンケート調査）実施概要 

調査内容 

大手前大学が令和 5（2023）年度に設置予定の大学院国際看護学研究科

における人材需要の見通しを検証するために、採用意向についてのアン

ケート調査を実施した。アンケート項目は全 8 問で、問 1～7 は選択肢

式、問 8 は記述式とした。 

調査実施時期 令和 3（2021）年 12 月～令和 4（2022）年 1 月 

調査対象（送付先） 

以下（全 618 箇所）の看護部長または人事採用担当者 

 病院（大阪府内の 80 床以上）379 箇所 

 訪問看護ステーション（本研究科が設置予定の大阪市中央区ならび

に周辺区）139 箇所 

 介護老人保健施設（大阪市中央区ならびに周辺区）20 箇所 

 特別養護老人ホーム（大阪市中央区ならびに周辺区）31 箇所 

 地方自治体（大阪府庁および大阪府内の全市役所・町村役場、滋賀

県・京都府・兵庫県・奈良県・和歌山県の各府または県庁、京都市

役所、神戸市役所）49 箇所 

回収件数（回収率） 72 件（回収率 11.7%） 
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人材需要アンケート調査は本研究科の養成人材（修了生）の需要が見込まれる大阪市内を
中心とした保健・医療機関、福祉施設の合計 618 箇所の看護部長または人事・採用担当者
にアンケート調査用紙を送付し、72件（回収率 11.7%）から回答を得た。 
本研究科の社会的及び地域的必要性、さらには本研究科が養成する人材について提示し

た上で、その社会的ニーズについて回答を求めた。その結果、「社会的ニーズは高い」が 10
件（全体の 13.9％）、「社会的ニーズはある程度高い」が 47 件（65.3％）であった。全体の
約 8割にあたる 57件（79.2%）が「国際看護学研究科 看護学専攻 修士課程（仮称）」の社
会的ニーズの高さを認める結果となった。さらに、本研究科を修了した人材について採用意
向について回答を求めたところ、「採用したい」と回答したのは 16 件（22.2％）であった。 
「採用したい」と回答した回答者に対し、各分野の修了生の採用可能と思われる人数につい
て質問したところ、『看護実践科学分野』が 26名、『公衆衛生看護実践科学分野』が 14名、
『助産実践科学分野』が 12 名であった。本研究科の入学定員 12 名に対し、合計すると 52
名の採用意向が示された。 
 加えて、各保健・医療機関、福祉施設で勤務する看護職者に対し本研究科に進学・入学さ
せる意向について回答を求めたところ、「研修制度（就学助成金）・休職制度などを利用させ、
進学・入学させたい」が１件（全体の 1.4%）、「現職のまま進学・入学させたい」が３件（4.2%）、
「進学・入学を推奨するが、本人の意思に任せる」が 15 件（20.8%）であった。合計する
と全体の４分の１にあたる保健・医療機関、福祉施設が各現場で働く看護職者について、本
研究科で学ばせる意向を示した。【別添資料 13】 

 
以上のような本研究科に関する人材需要アンケート調査結果を踏まえると、本研究科の

社会的、地域的な必要性は極めて高く、また、養成する人材に対しては保健・医療機関、福
祉施設等への進路が明確に描けることが明らかとなった。 

 
以上 
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